
基本的視点の変遷H13.12  文化芸術振興基本法の公布・施行

H14.12  第１次基本方針の策定
－文化芸術の振興に当たっての基本理念－

主な出来事・施策等

①文化芸術活動を行う者の自主性の尊重

文化芸術は人間の自由な発想による精神活動及びその
現れであることを踏まえ，文化芸術活動を行う者の自主性
を十分に尊重する。

②文化芸術活動を行う者の創造性の尊重及び地位の向上

文化芸術は，活発で意欲的な創造活動により生み出さ
れるものであることを踏まえ，文化芸術活動を行う者の創
造性が十分に尊重されるとともに，その地位の向上が図ら
れ，その能力を十分に発揮されるよう考慮する。

③文化芸術を鑑賞，参加，創造することができる環境の整備

文化芸術を創造し，享受することが人々の生まれなが
らの権利であることにかんがみ，全国各地で様々な優れた
文化芸術活動が行われるよう，国民がその居住する地域に
かかわらず等しく，文化芸術を鑑賞し，これに参加し，又
はこれを創造することができるような環境の整備を図る。

⑦我が国の文化芸術の世界への発信

我が国と諸外国の文化芸術の交流や海外の
文化芸術への貢献が，我が国の文化芸術のみ
ならず，世界の文化芸術の発展につながるこ
とにかんがみ，我が国の文化芸術が広く世界
へ発信されるよう，文化芸術に係る国際的な
交流及び貢献の推進を図る。

⑧国民の意見の反映

文化芸術の振興のためには，文化芸術活動
を行う者その他広く国民の理解と参画を得る
ことが必要であることを踏まえ，文化政策の
企画立案，実施，評価等に際しては，可能な
限り広く国民の意見を把握し，それらが反映
されるように十分配慮する。

文化芸術の振興に当たっては，基本法第２条に掲げられた次の八つの基本理念にのっとり，
施策を総合的に策定し，実施する。

H19.2  第２次基本方針の策定
－文化芸術の振興に当たっての基本的視点 －

第１次基本方針策定後の諸情勢の変化
第１次基本方針の策定後も，国内外の諸情勢は急速な変

化を続け，文化芸術を取り巻く状況にも大きな影響を与えて
いる。

国内では，構造改革の進展により，民間と行政の役割分
担の見直しや地方分権の推進等が図られた一方，地方公共団
体の文化関係経費は，厳しさを増す財政状況の中で減少傾向
にある。また，規制緩和などにより新たな分野への民間の進
出が可能となり，多様なサービスが効率的に提供されること
への期待が高まっている。

民間部門では，非営利活動やボランティア活動などが広
がったことに伴い，民間と行政の協働による新たな取組が進
められ，企業のメセナ活動も多様な広がりを見せている。

公立文化施設に対しては，指定管理者制度の導入により，
民間の新たな発想や方法（ノウハウ）による効果的かつ効率
的な運営が期待される一方で，これまで地域で培われてきた
文化芸術活動の安定的かつ継続的な展開が困難になるとの懸
念も現場から指摘されている。

地方においては，過疎化や少子高齢化の進展等により，
文化芸術の担い手が不足してきており，都市部においても単
身世帯が急速に増加していることなどから，地域社会（コ
ミュニティー）の衰退が指摘されている。また，大規模な市
町村合併により，地域に根ざした文化芸術の継承が危ぶまれ
ている。

国際的には，政治，経済における地球規模化（グローバ
リゼーション）の進展に伴い，文化芸術による創造的な相互
交流が促進される一方，文化的アイデンティティーの危機を
めぐる緊張が高まり，文化の多様性が脅かされることが懸念
されている。これを背景に，国際連合教育科学文化機関（ユ
ネスコ）では，２００５年（平成１７年）１０月に「文化的
表現の多様性の保護及び促進に関する条約」が採択された。

また，インターネットをはじめとする情報通信技術の発
展と普及は，あらゆる分野において，国境を越えた対話や交
流を活発化させ，情報の受信・発信を容易にしたが，その一
方で，人間関係の希薄化，実体験の不足といった負の側面も
指摘されている。

第１次基本方針と同様，第２次基本方針においても，基本法第２条に掲げられた八つの基本理念にのっとり，
施策を総合的に策定し，実施する。

基本的視点
ⅰ）文化力の時代を拓く

美しい自然や歴史・伝統に基づく文化芸術は，人々に精神的な
豊かさや感動を与えるとともに，人々のコミュニケーションを活発
化し，生きる勇気と喜びをもたらす普遍的な力を持っている。

世界の国々は文化芸術の発信により国の魅力を高め，異国の文
化芸術の受容や相互交流を通じて世界の文化芸術の発展に寄与しよ
うとしている。我が国も，伝統文化から現代文化まで多様な文化芸
術を振興し，文化力を高め，心豊かで活力にあふれた社会を実現し
ていくことが必要である。あわせて，国際文化交流を推進すること
によって，我が国についての理解を促進し，イメージの向上を図る
とともに，文化芸術を通じて世界に貢献する必要がある。

また，文化芸術は，古今東西の様々な人々の営為の上に生まれ，
その継承と変化の中で新たな価値が見い出されていくものであり，
短期的な視点のみでその価値を計ることは困難である。こうした文
化芸術の特質を踏まえ，文化芸術活動に短期的な経済的効率性を一
律に求めるのではなく，長期的かつ継続的な視点に立った施策を展
開する必要がある。
ⅱ）文化力で地域から日本を元気にする

我が国は長い歴史の中で，諸外国との交流などを通じて様々な
文化芸術を受け入れつつ，全国各地で多様かつ特色ある文化芸術を
創造し，継承し，発展させてきた。この地域文化の厚みが日本文化
の基盤を成している。すなわち，地域文化が豊かになるほど日本文
化全体も豊かになり，日本の魅力が高まる。

また，地域で住民が文化芸術に触れ，その個性を発揮し創造に
かかわることは，個人が元気になるだけでなく，他者への発信や協
働を通じて多くの人々を元気にする力ともなる。このため，大都市
に偏りがちな文化芸術を鑑賞する機会の格差を改善し，人々が，全
国のどこでも，様々な形の文化芸術に触れ，更に豊かな文化芸術を
創造できるようにすることが必要である。

地域の歴史や特色を表し，古来様々な形態で存在・継承されて
きた文化財については，地域の視点から総合的に把握し，地域住民
の心のよりどころとしてその保存及び活用を図ることが望まれる。

さらに，今後，いわゆる「団塊の世代」の人々が定年を迎える
ことから，これらの人々が文化芸術を享受し，地域の文化芸術活動
に参加していくための環境を整備していく必要がある。

ⅲ）国，地方，民間が相互に連携して文化芸術を支える
文化芸術は，国民の身近な生活に密着している

ものであり，国民一人一人が文化芸術を支えていく
環境を醸成し，文化芸術の享受，支援，創造，保
護・継承のサイクル（循環）が実現する社会を構築
することが求められている。

文化芸術活動は国民の自発的，自主的な営みで
あることから，活動主体の個性や地域の特性に応じ
たきめ細かい施策が大切である。

基本法制定後，地方公共団体では，新たに文化
芸術振興のための条例の制定や推進計画等の策定も
数多くなされており，文化芸術の振興に当たっては，
国民の生活に近い地方公共団体が高い専門性と知識
を備え，主たる役割を担うことが期待される。

一方，近年，企業のメセナ活動や文化芸術系特
定非営利活動法人（アートＮＰＯ）をはじめ民間団
体による文化芸術への支援が活発化している。こう
した自発性に基づく民間からの支援は，我が国の文
化芸術の振興に不可欠であり，それらの自立的な活
動が一層促進されることが望まれる。

国は，こうした認識の下，地方公共団体や民間
による自主的な文化芸術振興に係る活動に対して，
支援や情報提供等の所要の措置を講ずる必要がある。
同時に，伝統的な文化芸術の継承・発展や文化芸術
の頂点の伸長，裾野の拡大など，国として保護・継
承し，創造を促進していくべきものに対しては，積
極的に支援することが必要である。その際，厳しい
財政事情の下で適切な評価を行い，支援の重点化，
効率化を図りつつ，必要な法制上，財政上の措置を
講ずるとともに，税制上の措置等により，文化芸術
活動の発展を支える環境づくりを進める必要がある。

これらの観点を踏まえ，関係府省間の連携・協
力を一層推進するとともに，個人，企業，団体，地
方公共団体，国などが相互に連携し，社会全体で文
化芸術の振興を図っていくことが重要である。

④我が国及び世界の文化芸術の発展

優れた文化芸術は，国民に深い感動や喜びをもたらすとともに，
世界各国の人々を触発するものであることを踏まえ，我が国におい
て文化芸術活動が活発に行われるような環境を醸成して文化芸術の
発展を図り，ひいては世界の文化芸術の発展に資するよう考慮する。

⑤多様な文化芸術の保護及び発展

人間の精神活動及びその現れである文化芸術は多様であり，こ
うした多様な文化芸術の共存が文化芸術の幅を広げ，その厚みを加
えるものとなることを踏まえ，多様な文化芸術を保護し，その継
承・発展を図る。

⑥各地域の特色ある文化芸術の発展

各地域において人々の日常生活の中ではぐくまれてきた多様で
特色ある文化芸術が我が国の文化芸術の基盤を形成していることに
かんがみ，地域の人々により主体的に文化芸術活動が行われるよう
配慮するとともに，各地域の歴史，風土等を反映した特色ある文化
芸術の発展を図る。

○文化芸術創造プラン （H14年度～）

○文化庁国際文化フォーラム
（H15年度～）

◇国立劇場おきなわ 開場 （H16.1）

◇文化財保護法の一部改正
（文化的景観保護制度の創設等）

（H16.5）

◇九州国立博物館 開館 （H17.10）

◇文化遺産国際協力コンソーシアムの
発足 （H18.6）

◇国立新美術館 開館 （H19.1）

◇歴史まちづくり法の公布 （H20.5）

・芸術拠点形成事業 （H14年度～）

・本物の舞台芸術に触れる機会の確保
（H14年度～）

・伝統文化こども教室 （H15年度～）

・芸術創造活動重点支援事業
（H17年度～）

○文化芸術創造都市の推進
（H21年度～）

○メディア芸術海外展 （H19年度～）

○優れた劇場・音楽堂からの創造発信
事業 （H22年度～）

○地域伝統文化総合活性化事業
（H22年度～）

○子どものための優れた舞台芸術体験
事業 （H22年度～）

◇省庁再編、文化審議会発足
（H13.1）

◇「文化を大切にする社会の構築につ
いて」（答申） （H14.4)

◇「舞台芸術人材の育成及び活用につ
いて」（報告） （H21.7）

◇「文化芸術の振興に関する基本的な
方針の見直しについて」（答申）

（H19.2）

◇海外文化遺産保護に係る国際協力推
進法の公布 （H18.6）

◇「文化芸術の振興に関する基本的な
方針について」（答申） （H14.12)

◇「文化芸術の振興に関する基本的な
方針」の評価と今後の課題について
（審議のまとめ） （H18.2）

◇「地域文化で日本を元気にしよう！」
（報告） （H17.2）

◇「今後の舞台芸術創造活動の支援方
策について」（提言） （H16.2）

参考資料２



重点施策の変遷

文化振興マスタープラン
（H10.3.31）

第１次基本方針
（H14.12.10）

第２次基本方針
（H19.2.9）

審議経過報告
（H22.6.7）

－六つの重点戦略－－重点的に取り組むべき事項－－重視すべき方向－

（１）文化芸術活動に対する支援の在り
方の抜本的見直し

文化芸術活動に対する支援に関しては，実質
的に赤字を補填する仕組みとなっているため，
自己収入の増加等のインセンティブが働かない
との問題，審査・評価体制の不十分さといった
助成面の課題等多くの指摘がなされており，地
方における鑑賞機会の不足，地方公共団体にお
ける文化芸術予算の削減等の現状も考慮して改
善を図る必要がある。これらの現状と課題及び
「新しい公共」等近時の動向を踏まえ，文化芸
術活動に対する支援の在り方を抜本的に見直し，
効果的な振興を図ることができるよう，以下の
取組を進める。

◆ 文化芸術団体にとって，より経営努力のイ
ンセンティブが働くような助成方法や，民間
からの寄附金と公的助成金を組み合わせる
マッチンググラント等新たな支援の仕組みを
導入する。

◆ 寄附税制の拡充や文化芸術資源の活用を促
進する税制の検討等を通じて，企業等の民間
や個人からの文化芸術に対する投資拡大を促
すとともに，ＮＰＯ法人等「新しい公共」に
よる文化芸術活動を支援する。

◆ 専門的な審査・評価を実施し，支援策をよ
り有効に機能させる機関として，新たに「日
本版アーツカウンシル（仮称）」の導入に向
けた検討を行う。このため，早急に必要な調
査研究を行うとともに，可能なところから試
行的な取組を開始する。

◆ 地域の核となる文化芸術拠点への支援を拡
充する。また，その法的基盤の整備について
早急に具体的な検討を行う。

◆ 美術品の国家補償制度を速やかに導入する。
◆ 国立の美術館・博物館や劇場について，地
域的な配置状況も踏まえ，地方のこれらの文
化施設との役割・機能の分担にも十分留意し
つつ，今後のあるべき姿を含め，より柔軟か
つ効果的な運営を行うことができる仕組みを
早急に検討する。

ⅲ）文化芸術活動の戦略的支援

文化芸術活動は，人々に活力を与えるととも
に，諸方面に及ぶ国民の活動の活性化が促され，
経済活動とあいまって社会全般に大きな影響を
及ぼすものである。このような活動の中には構
造的に収支のバランスが取りにくい分野も見ら
れることから，国，地方公共団体，民間は文化
芸術活動を行う者の自主的な活動を十分に尊重
しつつ，それぞれの立場から様々な支援を行っ
ていくことが重要である。
国が行う文化芸術活動への支援については，

中長期的な観点に立って，水準の高い活動への
重点的支援とその普及や地域性等にも配慮した
幅広く多様な支援とのバランスを図り，より効
果的で戦略的な支援が行えるよう，支援方策に
ついて必要な見直しを行う。
これらの支援については，文化庁，芸術文化

振興基金，その他の助成機関等の適切な役割分
担を図るとともに，審査・評価を充実させ，き
め細かくかつ効率的な業務を行うため，専門的
機関を経由して助成する再助成制度の有効性も
検討する必要がある。

ⅴ）文化芸術に関する財政措置及び税制
措置

文化芸術については，社会全体でその振興を
図っていく必要があるが，そのための方策とし
て，フランスに代表される国による支援が中心
の場合と，アメリカ合衆国に代表される民間に
よる支援が中心の場合がある。我が国の文化芸
術の振興の取組や文化芸術活動の状況等を踏ま
えると，国及び民間が双方の立場から文化芸術
の振興を展開していく必要がある。
このため，国及び民間双方による支援をより

一層効果的なものとしていくことが不可欠であ
り，厳しい財政事情の下で適切な評価を行い，
支援の重点化，効率化を図りつつ，必要な財政
上の措置を講ずるとともに，税制上の措置等に
より文化芸術活動に対する民間からの支援の促
進を図っていく。

１．芸術創造活動の活性化
文化は，とりわけ創造性が求められる分野で

あり，多彩で豊かな芸術文化を生み出す源泉は，
芸術家や芸術文化団体等の自由な発想に基づく
創造活動にある。しかし，その活動基盤は極め
て不安定な状況にあることから，芸術家・芸術
文化団体等が創造活動に活発に取り組めるよう
にするため，それを支える安定した創作環境の
整備充実が不可欠である。
このため，公的支援や民間支援など社会に内

在する多様な資源を活用し，様々な形態による
芸術文化支援を一層充実させる。
（１）芸術創造活動への支援

→「アーツプラン２１」の充実
（２）メディア芸術の振興
（３）幅広い芸術文化活動への助成

→芸術文化振興基金による助成
（４）メセナ活動の活性化
（５）活字文化の振興と普及

６．文化発信のための基盤整備
文化振興のためには，文化基盤の整備充実が

不可欠であり，快適で心地よい生活環境の実現
や文化を経済の活性化につなげる観点からも重
要である。
そのため，文化発信の拠点となる美術館・博

物館等の活動基盤を整備し，その活動を活性化
する。国立美術館・博物館等については，収蔵
品の一層の充実や施設設備の整備充実をはじめ
とする展示・研究機能やサービス機能の向上を
図るとともに，新たな国立文化施設については
その整備を推進していく。
また，高度情報化社会の進展に対応し，美術

品や文化財，文化事業，芸術団体等の文化に関
する様々な情報を蓄積して内外に広く提供する
など，多様な関心に応じた質の高いサービスを
行う。
さらに，情報化の進展に伴い，著作権の保護

及び著作物の適切かつ円滑な利用が確保される
環境の実現が重要になっている。
（１）美術館・博物館活動の活性化

→ミュージアム・プランの推進
（美術品等の公開促進、補償・保険制度等）

（２）国立美術館・博物館・文化財研究所の
整備充実

（３）新しい国立文化施設の整備充実
（４）文化情報に関する総合的なシステムの

構築
（５）文化に関する研究機能の充実
（６）情報化の進展や国際的動向に対応した

著作権施策の展開



（３）子どもや若者を対象とした文化
芸術振興策の充実

子どもや若者にとって，本物の文化芸術に触
れる機会が十分でなく身近なものと感じられに
くい，地域の教育力や社会全体で子どもを心豊
かにはぐくむ環境が失われつつあるなどの課題
が指摘されている。これらを踏まえ，文化芸術
の裾野を拡大するとともに，感性や創造力，コ
ミュニケーション能力をはぐくむため，子ども
や若者を対象とした以下の取組を進める。

◆ できるだけ幼い子どもから若者までを対象
とし，子どもの発達段階に応じて，多彩な優
れた芸術の鑑賞機会，伝統文化や文化財に親
しむ機会を充実する。

◆ 文化芸術を通じたコミュニケーション教育
をはじめ，学校教育における芸術教育を充実
する。

（２）文化芸術を創造し，支える人材の
充実

文化芸術に係る人材については，芸術家の国
内での活躍の場が少なく海外流出も見られると
いった事例のほか，文化芸術を支える専門人材
の不足や養成体制に関する課題等が指摘されて
いる。また，無形の文化財等の技術・技能が途
絶えるおそれがあるなど，様々な課題がある。
これらを踏まえ，芸術家をはじめ文化芸術を創
造し，支える人材を充実する観点から，以下の
取組を進める。

◆ 新進芸術家の海外研修やその成果を還元す
る機会を充実したり，国内での研修機会を得
られるようにしたりするほか，顕彰制度を拡
充するなど，若手をはじめとする芸術家の育
成に関する支援を充実する。

◆ 文化芸術活動や施設の運営を支える専門的
人材の育成・活用に関する支援を充実する。

◆ 無形文化財や文化財を支える技術・技能の
伝承者に対する支援を充実する。

◆ 文化芸術の振興に当たり，大学等の関係機
関との連携を強化する。

ⅰ）日本の文化芸術の継承，発展，創造
を担う人材の育成

多様で優れた文化芸術の継承，発展，創造を
担う専門的人材の育成は，分野やレベルに応じ
て，様々な文化芸術団体，教育機関等が担って
いる。これらの関係機関が連携・協力を図り，
それぞれの分野の動向を踏まえた計画的・系統
的な人材育成を促進するとともに，優れた人材
が自らの才能を伸ばし，能力を最大限発揮でき
る環境を整備する必要がある。
特に，文化芸術活動を支えるためには，文化

施設や文化芸術団体の企画，運営及び文化芸術
と国民とを結び付ける業務等を行うアートマネ
ジメント担当者や舞台技術者等の人材の育成を
図る必要がある。
さらに，無形文化財や文化財の保存技術のう

ち重要なものについては，国が継承者養成のた
めに一定の取組を行っているが，生業として成
り立ちにくいことなどから，後継者が得難く
なっている分野が少なくない。こうした中，こ
れらに携わる人々が自らの職業に安心して専念
し，経済的に自立できる環境の整備が課題と
なっており，国として長期的視点に立って支援
を充実していく必要がある。
こうした専門的人材の育成を図るとともに，

地域や学校等における質の高い文化ボランティ
ア活動を活発にするための環境整備を図ること
が必要である。

ⅴ）子どもの文化芸術活動の充実

子どもの豊かな心や感性，創造性やコミュニ
ケーション能力をはぐくみ，日本人としての自
覚を持ちつつ国際社会で活躍する人材や地域文
化の担い手を育成するためには，学校や地域に
おいて，子どもたちが身近に伝統文化や現代の
文化芸術に触れる機会の充実が必要である。
このため，子どもたちが文化芸術を鑑賞した

り，創造的活動を行ったりする機会など，文化
芸術に関する教育の充実を図ることが重要であ
り，学校や地域での文化芸術活動を，文化芸術
関係者や社会教育，行政関係者が緊密に連携し
ながら地域ぐるみで支援する仕組みを構築する
必要がある。
さらに，世界の文化の多様性を理解するため

にも，子どもの国際的な文化交流に一層力を注
ぐことが必要である。

ⅰ）文化芸術に関する教育

国民が，文化芸術に対する関心と理解を深め，
自らを含む社会全体がその担い手であるという
意識を持って，文化芸術を創造し，享受してい
くためには，その基礎となる豊かな感性や創造
性をはぐくむとともに，文化芸術に触れ，親し
むことができる教育環境づくりが重要である。
家庭，学校，地域が連携して，自然，歴史，

伝統，文化に対する関心や理解を深め，尊重す
る態度を育て，豊かな人間性を涵養することが
大切である。
特に，学校教育においては，子どもたちが優

れた文化芸術に直接触れ，親しみ，創造する機
会を持つことができるよう，創造的な体験の機
会の充実など，文化芸術に関する教育の充実を
図る必要がある。同時に，教員一人一人が豊か
な感性と幅広い教養を持ち，自己啓発に努めな
がら，教育活動を展開することにより，学校教
育活動全体をより文化的なものとしていく必要
がある。

文化振興マスタープラン
（H10.3.31）

第１次基本方針
（H14.12.10）

第２次基本方針
（H19.2.9）

審議経過報告
（H22.6.7）

４．文化を支える人材の養成・確保
優れた文化を継承・発展させ，創造していく

ためには，その担い手に優秀な人材を得ること
が不可欠である。また，文化の作り手と受け手
とをつなぐ架け橋となる人材の育成が必要と
なっている。そのため，次代を担う若手芸術家，
文化施設や芸術文化団体のマネージメントを行
う人材，美術館・博物館の学芸員，伝統芸能・
民俗芸能・伝統工芸の後継者，文化財保存技術
者・技能者など，文化を支える多様な人材の養
成・確保のための諸条件の整備が急務となって
いる。
したがって，国が行う研修のみならず，芸術

団体等が実施する研修などの民間の活動への支
援を充実する。その際，日本芸術文化振興会の
人材養成支援等の機能を強化する。また，必要
に応じて資格制度の創設など制度的な枠組みの
整備を図っていく。
（１）若手芸術家の養成

→若手芸術家の国内外での研修機会を充実
（２）芸術文化活動を支える人材の養成・確保
（３）文化財の保存伝承基盤の充実

６．文化発信のための基盤整備【再掲】
（１）美術館・博物館活動の活性化
（２）国立美術館・博物館・文化財研究所の

整備充実
（３）新しい国立文化施設の整備充実
（４）文化情報に関する総合的なシステムの

構築
（５）文化に関する研究機能の充実

→大学等や国内外の研究機関との連携協力
（６）情報化の進展や国際的動向に対応した

著作権施策の展開

３．地域文化・生活文化の振興【後掲】
（前略）
さらに，文化は豊かな人間性を育むものであ

るとともに，人と人との心のつながりや相互に
理解し尊重し合う土壌を提供するものであるこ
とから，地域や学校教育の場等において，子ど
もたちが優れた芸術文化や伝統文化に接し，文
化活動に参加できるような機会を拡充する。
（１）子どもたちの文化活動や鑑賞の機会の

充実（「地域こども文化プラン」の推進）
→優れた舞台芸術を鑑賞する機会の充実、
学校教育の場での舞台芸術ふれあい教室、
美術品や文化財に親しむ機会、等

（２）地域における個性豊かな文化の創造
（３）文化施設や文化団体の活性化支援
（４）伝統的な生活文化の継承と多彩な生活

文化の振興



ⅵ）文化財の保存及び活用の充実

文化財は，長い歴史の中で生まれ，はぐくま
れ，今日まで守り伝えられてきた国民の貴重な
財産であり，我が国の歴史，伝統，文化等の理
解のために欠くことができないものであると同
時に，社会の発展の基礎を成すものである。近
年の急激な社会構造の変化の中で，実効性のあ
る保存及び活用の充実を図っていくことが重要
である。
このため，国や地方公共団体による文化財の

保存及び活用の充実とともに地域社会が文化財
を国民共通の財産として親しみ，守っていく機
運の醸成が必要である。
また，ある程度の文化財が集積している場合，

それらを効果的に生かして，文化の薫り高い空
間を形成していくため，文化財の総合的な把握
を行う手法について検討を行うことが必要であ
る。
さらに，我が国の文化遺産のユネスコ世界遺

産への登録は，我が国の貴重な文化遺産の国際
的な価値が評価されるとともに，登録を目指す
過程で地域における総合的な文化財保護の取組
が格段に充実するという点で，大きな意義があ
り，今後，日本からの推薦，登録を推進してい
くことは重要である。

（５）文化芸術の観光振興，地域振興等
への活用

我が国には，各地域に多様で豊かな文化が存
在し，その厚みが日本文化全体の豊かさの基盤
を成している。こうした文化芸術資源を活用し
て各地域で観光振興，地域振興，産業振興等の
取組が行われているが，各地域にはいまだ生か
し切れていない文化芸術資源が少なくない。ま
た，過疎化，少子高齢化による地域社会の衰退
等によって，これらを十分に生かすことがまま
ならない地域も数多く見られる。これらを踏ま
え，文化芸術の価値を観光振興，地域振興，産
業振興等に更に活用することができるよう，関
係省庁による連携の下，以下の取組を進める。

◆ 文化財建造物，史跡，博物館や各地に所在
する文化芸術資源を，その価値を適切に継承
しつつ，観光振興，地域振興等に活用するた
めの取組を進める。

◆ 地域の文化芸術資源の発掘・活用に関し，
創造都市の取組等新たな創造拠点の形成を支
援するとともに，地方芸術祭，アーティス
ト・イン・レジデンス等による地域文化の振
興を奨励する。

◆ 文化芸術活動の成果を創造産業や観光関連
産業に結び付ける取組を進める。

◆ 「くらしの文化」の振興に着手し，地域に
根ざした身近な文化芸術資源を掘り起こす。

ⅳ）地域文化の振興

国民がその居住する地域にかかわらず等しく
文化芸術を鑑賞したり，これに参加したり，こ
れを創造したりする機会を確保するためには，
各地域における様々な公演・展示の拠点づくり
などの活動に対する支援が必要である。加えて，
文化芸術における地域間交流を促進するため，
地域の文化芸術活動の関係者が交流する機会の
充実も重要である。
また，地域文化の振興に当たっては，住民，

文化芸術団体，社会教育関係者，学校，地方公
共団体，地域の報道機関やメセナ活動に熱心な
企業など地域文化の担い手が相互に連携・協力
する取組を促すことが必要である。特に，地域
の高等教育機関は，教育研究を通じてハード・
ソフト両面にわたって優れた文化力を発揮し，
地域と協働し，文化芸術を生かした地域活性化
や文化芸術の担い手育成など地域文化の振興に
貢献することが望まれる。
さらに，地域の文化力を，地域経済や観光，

教育，福祉等の分野はもとより，広くまちづく
りに生かすことが求められており，関係府省や
地方公共団体，関係団体による協議や連携を強
化する必要がある。

（４）文化芸術の次世代への確実な継承

有形及び無形の文化財は，我が国の歴史や文
化を正しく理解するためになくてはならないも
のであると同時に，将来の文化の向上・発展の
基礎となるものであり，このような国民的財産
である文化財について，点としての保存・活用
のみならず，線又は面として総合的な保存・活
用を図ることは極めて重要である。また，文化
芸術の作品，資料等は，次代の文化芸術創造の
基盤であるにもかかわらず，計画的・体系的な
収集・保存が進んでおらず，劣化・散逸や海外
流出の危機にある。これらを踏まえ，文化芸術
を次世代へ確実に継承するため，文化財の保
存・活用や文化芸術の作品，資料等の収集・保
存（アーカイブ）に関し，調査研究機能を充実
するとともに，以下の取組を進める。

◆ 文化財の修理や防災対策を計画的に進める。
◆ 文化財の公開・活用を一層進める。
◆ 文化芸術分野のアーカイブ構築を着実に進
めるとともに，その積極的な活用策を検討す
る。そのため，作品，資料等の所在情報の収
集や所蔵作品の目録（資料台帳）の整備が可
能な分野から早急に着手する。

ⅲ）文化遺産

長い歴史の中で生まれ，はぐくまれ，今日ま
で守り伝えられてきた国民の貴重な財産である
有形・無形の文化遺産は，我が国の歴史，伝統，
文化等の理解のために欠くことができないもの
であると同時に，将来の文化の向上，発展の基
礎を成すものである。
近年の急激な社会構造の変化の中で，文化遺

産を現代に生かす保存とその適切な活用の在り
方を踏まえながら，実効性のある保存，活用の
ための方策について検討を進める必要がある。
同時に，文化遺産の修復及び保存伝承のための
基盤の充実，文化遺産についての体験学習の機
会や文化遺産に関する普及啓発活動の充実など
に積極的に取り組む必要がある。

文化振興マスタープラン
（H10.3.31）

第１次基本方針
（H14.12.10）

第２次基本方針
（H19.2.9）

審議経過報告
（H22.6.7）

２．伝統文化の継承・発展
我が国の長い歴史の中で生まれ，育まれ，今

日まで，守り伝えてきた国民の貴重な財産であ
る文化財は，我が国の歴史，伝統，文化等の理
解のために欠くことができないものであると同
時に，将来の文化の向上発展の基礎をなすもの
である。我が国の優れた伝統文化を守り伝え，
発展させていくことは，文化政策の極めて重要
な課題である。文化財に関する科学技術の成果
を生かしながら，文化財を大切に保存して次世
代に継承するとともに，積極的に公開・活用を
行い，広く国民に親しめるようにしていくこと
が求められている。
（１）文化財の保存・修理等の充実強化

→文化財の保存・修理、
防災施設等の整備、防災対策等

（２）文化財の保存伝承基盤の充実【再掲】
（３）文化財の公開・活用の推進
（４）文化財の保護対象の拡大と歴史的文化

環境の保護

３．地域文化・生活文化の振興
文化立国の実現を図るためには，人々が，本

当に心の豊かさを実感できるような生活環境の
実現が必要であり，全国各地において，国民が
生涯を通じて，文化に身近に接し，個性豊かな
文化活動を活発に行うことができる環境を整備
する必要がある。
このため，地域における個性豊かな文化の創

造，蓄積及び発信の促進を図る。また，文化の
創造と享受とをつなぐため，地域における文化
活動の環境の整備や架け橋となる人材の育成な
どを行う。
さらに，文化は豊かな人間性を育むものであ

るとともに，人と人との心のつながりや相互に
理解し尊重し合う土壌を提供するものであるこ
とから，地域や学校教育の場等において，子ど
もたちが優れた芸術文化や伝統文化に接し，文
化活動に参加できるような機会を拡充する。
（１）子どもたちの文化活動や鑑賞の機会の

充実（「地域こども文化プラン」の推進）
（２）地域における個性豊かな文化の創造

→文化の香り高いまちづくり、拠点づくり、
ふるさとの伝統文化の復活・再生支援、
アーティスト・イン・レジデンス

（３）文化施設や文化団体の活性化支援
（４）伝統的な生活文化の継承と多彩な生活

文化の振興
→伝統的な衣食住等に係る生活文化等
日常生活に根ざした生活文化



（６）文化発信・国際文化交流の充実

我が国は，秀逸な伝統文化の蓄積の上に，ハ
イカルチャーからポップカルチャーに至るま
で，多彩で優れた文化芸術を有している。しか
しながら，こうした日本文化に対する国際社会
の関心は表層的な面にとどまっており，全体に
対する深い理解に基づくものとはなっていな
い。これらを踏まえ，我が国の文化芸術を積極
的に海外発信するとともに，東アジアをはじめ
とした世界各国との国際文化交流を更に推進す
るため，関係省庁による連携の下，以下の取組
を進める。

◆ 舞台芸術，美術工芸品等の海外公演・出
展，国際共同制作等への支援を充実する。

◆ 中核的国際芸術フェスティバルの国内開催
や海外フェスティバルへの参加に対して戦略
的に支援するとともに，メディア芸術祭につ
いては世界的フェスティバルとして一層充実
する。

◆ 文化発信・交流の拠点として博物館・美術
館や大学の活動・内容を充実する。

◆ 文化財分野における国際協力を充実する。
◆ 東アジア各国の参加を得て，芸術都市を定
め，様々な文化芸術活動を開催する「東アジ
ア芸術創造都市（仮称）」や，大学間交流に
おける活動等も含め，東アジアにおける文化
芸術活動を推進する。

ⅱ）日本文化の発信及び国際文化交流の
推進

日本文化の発信及び国際文化交流を進める際
には，それらの活動が国のイメージに大きな影
響を与え，他方で世界の平和や繁栄にも貢献す
るという意味で外交的側面も有するという観点
や，国内の文化芸術振興という観点に留意しつ
つ，関係府省等が連携していくことが重要であ
る。
また，日本の伝統文化だけではなく，現代の

文化芸術創造活動を積極的に海外に発信し，ア
ジアをはじめとする海外の文化芸術振興に資す
るよう，国際文化交流の施策を検討していくこ
とが必要である。その際には，アニメ，マンガ，
音楽等の「ジャパン･クール」と呼ばれる分野
も文化発信の上で重要な役割を担っており，メ
ディア芸術などの新しい文化芸術の国際的な拠
点を形成することも検討する必要がある。
さらに，諸外国の文化財が適切に保護・継承

されるよう，積極的に文化財保護の国際協力を
推進する必要がある。

ⅳ）文化発信

優れた伝統を生かしつつ，個性ある我が国の
文化を育て，世界に発信していくことが重要で
ある。
そのためには，まず長い歴史や伝統の中で，

諸外国との文化交流を図りつつ，形成されてき
た我が国の文化についてよく知り，理解を深め
る必要がある。自己の文化について理解するこ
とは，他の文化に対する寛容や尊重の気持ちを
はぐくむことにつながるものである。
その上で，我が国の文化を，伝統文化から現

代文化に至るまで，総合的かつ積極的に発信し
ていく必要がある。このことは，我が国の文化
が国際的に多様な刺激を受けて，新たな創造を
加えつつ発展していく上で重要であるのみなら
ず，国際社会における我が国の文化的地位を確
かなものにし，世界の文化の発展や人類への貢
献となるものである。

ⅱ）国語
国語は，長い歴史の中で形成されてきた国の

文化の基盤を成すものであり，また，文化その
ものでもある。
同時に，国語は，我が国の先人たちの築き上

げてきた伝統的な文化を理解し，考える力や表
現する力を培い，豊かな感性や情緒を備え，幅
広い知識や教養を持つために不可欠なものであ
り，今後の文化の継承と創造に欠くことができ
ないものである。
このような国語の重要性にかんがみ，国民一

人一人が，国語についての認識を深め，生涯を
通じて国語力を身に付けていく環境を整備する
必要がある。
特に，学校教育全体を通じて，国語力を向上

させる取組が十分に行われるよう努めるととも
に，家庭や地域などにおいて国語についての意
識を高めていく必要がある。

文化振興マスタープラン
（H10.3.31）

第１次基本方針
（H14.12.10）

第２次基本方針
（H19.2.9）

審議経過報告
（H22.6.7）

５．文化による国際貢献と文化発信
国際化の進展に伴い，文化活動は国際的な広

がりを持つようになっている。また，国際社会
の中で，文化は一国の国民共通の拠りどころと
して重要であるとともに，文化による国際貢献
が求められている。
そのため，文化の国際交流の拠点としての機

能を充実強化し，優れた芸術創造活動や世界に
誇るべき文化財などを海外に一層積極的に発信
するとともに，我が国で開催される国際フェス
ティバルへの支援や人類共通の貴重な財産であ
る文化遺産の保存・修復への協力など国際的な
文化交流や文化による国際貢献を行う。その際，
外務省・国際交流基金などとの連携をさらに緊
密化し，文化庁がより重要な役割を果たすため，
文化庁の国際交流・協力の機能を強化する。
（１）芸術家や芸術団体の相互交流の機会の

充実
→芸術フェローシップ、
アジア・アート・フェスティバル、
海外公演、国際フェスティバル
アーティスト・イン・レジデンス

（２）映画芸術の交流
（３）伝統文化の国際交流の推進

→古美術品の海外展、伝統芸能の海外公演
草の根レベルでの相互交流

（４）博物館・美術館・文化財研究所の相互
交流の促進

（５）文化財保護に関する国際協力の推進
（６）内外の日本語や日本文化の学習者等への

支援

１．芸術創造活動の活性化【再掲】
（１）芸術創造活動への支援
（２）メディア芸術の振興

（「メディア芸術２１」の推進）
→メディア芸術祭、メディア芸術プラザ、
映画芸術振興施策

（３）幅広い芸術文化活動への助成
（４）メセナ活動の活性化
（５）活字文化の振興と普及


